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I.   はじめに
本研究の中心に、評価の問題を取り上げるが、
その対象となる情報の多くは、暗黙のうちに金
額等の解釈や分析結果に含めてしまっていた
り、解釈する際に、無意識に取捨選択され、適
切に読み込まれないままになっている場合も少
なくない。企業経営の社会的な責任の増大と利
害関係者の拡大にともない、この経営管理活動
から生じる諸情報を的確に把握し、適切に評価
する研究の必要性は、ますます高まってきてい
ると考える。
このような認識にたって、本研究は、経営力
の全体像について、情報の二面（情報という用
語を分解して考えてみると、「情」は、人間的な
部分にあたり、セマンティック（semantic）な情
報といわれており、「報」は、シンタクティック
（syntactic）な情報で、記号的な情報といわれて
いる。）を適切に評価するところに研究の意義を
見出そうとするものであり、価値観、態度、人
本研究では、経営力の評価を試みる。対象とする情報は、財務諸表に関連する情報（具体的な数値
等で現わされている情報）と経営資源に関連する情報である。これらの情報を通じて、経営管理活動
で発揮される力に着目し、その活力を思慮する。 研究の特色は、三角グラフ等を分析用具として利用
するところにあり、このグラフの構成比率等の変化を分析・検討して、評定の基準となるサンプルを
明らかにする。このサンプルは、具体的なケースと対比される基点となり、この｢隔たり｣から、目的
の追求と実現・調整の差異の程度を実際に評定する。 このように、本研究は、実証的なデータに基づ
く研究をもとにして、経営力を適切に評価しようとするところに、その意義を見い出そうとするもの
である。   
The thesis deals with a tentative approach to the evaluation of management performance. The materials to be in-
vestigated are mainly based on the data of financial statements (annual reports)and management resources. The
triangular graph is employed as an analytical instrument in both scrutinizing the variance of management perfor-
mance and thereby establishing a benchmark from it.  It may be that the benchmark is applicable to the evaluation
of management performance in various types of companies, in particular, in order to probe a discrepancy between
achievement of and deviations from the ideal management performance. Therefore, the thesis will contribute to
a theoretical development of measuring management performance in terms of more rigorous methodology.
財務情報、経営評価、経営力、経営資源、三角グラフ、サンプル、隔たり、評価の観点、
financial information, evaluation, management performance, management resources, triangular graph, sample,
difference, proportion, position, behavior
※この論文は、多摩大学大学院博士課程論文を要約したものである。－ 59－
山原：経営力評価試論格のような複雑な情意的変化も含めて広く捉え
て評価を試みる。
評価は、組織の中心に存在する人間によって、
生起する直接的、間接的な要因が組み合わされ、
さまざまな経営活動の結果となる。人間的な側
面を踏まえることなしには、経営管理活動を根
底から理解することはできない。また、より多
くの経営管理活動の部分を評価して行くもの
の、各部分の総和は、必ずしも企業の全体を構
成するものではない。このような特長と把握の
限界を考慮しながら、より適切な究明に努める
ことにする。
評価という行為は、基準となる指標と照合・
確認し、ねらいを持った行為がどの程度実現さ
れているかについて、適切な評定を下すことで
あり、改善や進歩のために欠くことのできない
営みである。信頼のおける評価が行われたとき
に、これまでを省みて、新たな目標を設定し、
すばらしい進歩に結び付く保証がなされるので
ある。
企業は、営利の目的で事業活動を行っている
ものの、人間社会の価値観や目標に強くかかわ
りを持ち、個人の営みにも大きな影響を与えて
いる。その円滑な運営のために、事業の将来を
展望し、その適切な評価を下すことが必須で
あって、この評価にかかわる研究は、「われわれ
の事業は何か。」、「われわれの事業はどうあるべ
きか。」といった事業の本質に関する問いに応え
るものである。これが経営力の評価のめざすと
ころであり、評価尺度や評価基準に基づいて実
現された価値を判定し、各評価項目に関する情
報を総合して、経営力の適切な評定を試みる。
本紀要の論述のもととなった論文では、序文
に続き、序論、本論、総括の順に構成されてい
るが、この中から、本論の「経営力の分析用具」
と「財務情報の合一化をめざして」を中心に論
述し、他の部分については、紙幅の都合上、要
約や項目を示す程度にとどめる。
1.1   経営評価の構成要素
財務情報とは、財務 ( 資金の調達と運用 ) に
かかわる経営管理活動から生じる情報をいう。
本研究では、経営評価の基準となる情報として、
財務情報を中心に扱い、『有価証券報告書 総覧
[1]』の企業情報の区分（第一部を企業情報と名
付け、第 5経理の状況で財務諸表を、他の個所
で、会社や事業の概況、営業、設備、企業集団
等（経営資源）の状況に関する事項を掲載して
いる。）にしたがって、財務諸表に関連する情報
と、経営資源に関連する情報の二つに区分して
考察することにした。また、データは、『主要企
業経営分析[2]』（項目別時系列表から、全産業、
製造業、非製造業別の分析指標を選定する。）、
『総合経営力指標[3]』（東京及び大阪の証券取引
所に上場された製造業や小売業をアンケート調
査したものであって、多くの経営資源に関連す
る情報が時系列的に収集・整理されている。）等
の既存の統計資料に求めて、研究を進めて行く
ことにした。
1.2   研究の概要
序論では、研究の発端を明らかにするととも
に、財務情報にかかわる情報の定義と区分、三
角グラフの概要等を考察した。さらに、経営力
評価の定義と必要性、関連資料、他の調査・研
究との比較、経営指標の総合化の意義について
検討した。
序論における要点として、経営力評価の基本
的な見方は、経営管理活動上の問題解決のため
に、意思決定がレレバント（relevant：当面の問
題に関連して適切であって、当てはまり、目的
を持ち意味があること。）であるか否かであるこ
とを提起し、このように経営管理活動上の諸問
題にレレバントであるか否かの観察を試みるこ－ 60－
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経営力の示す意図や総合的な評価は、「目的行動
→調整→目的行動→調整」という目的の追求と
調整の過程の微妙な違いに着目し、財務諸表に
関連する情報と経営資源に関連する情報を対象
に、観察を深め、経営、会計、情報の研究領域
を通じて行われなければならないという研究の
方向を示した。
論文の本論では、「経営力にかかわる諸概念」
の論述に続いて、「経営力の分析用具」、「財務情
報の合一化をめざして」について論述している。
「経営力にかかわる諸概念」は、財務情報の基
盤となる経営資源、[4] 経営、経営力、企業文化
の視点を検討し、財務情報の有機的な関連は、
経営評価の前提であるとともに、他の研究との
比較・検討を通じて、本研究の独自性を示した。
企業は、長期的な維持・発展を目的としてお
り、この目的が経営力の発揮されるべき方向で
もあって、構成員の価値観や行動様式に定着し、
環境の変化に適合するように、目的行動と調整
が繰り返される。企業という組織体は、複雑な
環境の中で存在しており、対環境という視点か
ら観察すると、独特の接し方（manner）があっ
て、この接し方が諸経営資源に影響するものと
考えられる。その際に、経営力は、環境の有す
る特性に配慮し、経営機能を活性化させて、環
境に対する適応または変革のいずれかの対処を
行うことになる。それは、有形・無形の経営資
源に、経営力が発揮された形跡として現れるは
ずであり、これらのことが、本研究の経営力評
価の対象となることを明らかにした。
論文では、最後に、経営力の報告、ケース、
研究のテーマ、むすび、限界、将来性の順に、
それまでの論述を総括した。特に、経営力の報
告では、その中心に経営マインドが存在するこ
とを指摘し、続いてケースによる検証を行って
いる。
1.3   本研究の目標
　本研究では、財務情報について、適正な評
価に努め、経営力の本質を諸情報から読み取り、
経営力の評価とは、社会的に有用な「富」（後述
するように、目に見える物的な財産や、権力と
いったものだけを指すのではなく、経営資源に
関連する情報を形作ってきた多くの無形の財産
を含めている。）の形成に経営管理活動がいかな
る役割を果たし得るのかを評定することにある
とした。この結果、本研究における試みは、社
会的に有用な経営資源である富の蓄積が適切に
なされているか否かを究明し、事業のあるべき
姿を推察し、経営管理活動とその活動で発揮さ
れる経営力の分析・評価を目指すことになる。
II.   展　　開
2.1   経営力の分析用具
2.1 (1)   分析用具
本研究では、財務情報などにかかわるデータ
ベースを作成した上で、ソフトウェアのグラフ
作成機能を利用して、三角グラフ（3 種類の特
性間のバランスを観察する。）、折れ線グラフ（線
の傾きによって傾向を知る。）、構成帯グラフ（複
数の帯の幅から、それぞれの構成要素の比率を
比較する。）を描くことにした。これらのグラフ
を主な分析用具として用いるが、そのグラフ上
で複数の指標によるデータを組み合わせ、構成
比率等の変化を創り出すところに、研究の特色
がある。このように、データをグラフにうつす
ことによって、いくつかの数値を整理しなけれ
ば発見できないような意味や隠された事実に気
付き、その法則性が読み取れると考えた。また、
この過程であらわれる構成比率の変化は、経営
力にかかわる複数の要素の変化を具現化したも
のであって、経営管理活動で発揮される力その－ 61－
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三角グラフの特徴は、全体に対する各部の構
成を比率（%）であらわし、平面で描かれるグ
ラフであるが、もう一つの軸を加えて 3軸によ
り、3 つのデータのポジションから傾向等を示
すところにある。三角形（多角形の最少の単位
であることから、ボストンコンサルティング・
グループのモデル、マッキンゼー社の 7S フレー
ムワークなどと類似の多軸グラフによるデータ
解析と考えることができよう。）を描き、立体的
な感覚で、3 種類のデータ間のバランスを平面
上で観察する。このために、3 つのデータが必
要で、最初の列はＸ軸、2列目はＹ軸、3列目
は Ｚ軸の値となる。（本研究では、それぞれ A
軸・B軸・C軸と称する。）三角グラフの3つの
頂点は、各軸の 100% をあらわし、最も近い頂
点の軸の性格が強いことになる[5]。複数のデー
タをプロットすれば、3 つの項目間の構成比率
と時系列的な変化の観察が可能となる。
2.1 (2)   3 つの観点の創出
三角グラフの作成には、グラフ作成用のソフ
トウェア（Delta-Graph）の三角グラフ作図機能
を利用し、次の 3つの評価の観点を明らかにす
る。 
(1) proportion　（3 つのデータのバランスを幅で
示す。）   　
Ａ 軸、Ｂ軸、Ｃ 軸のそれぞれから、プロッ
トされたデータの幅を測定する。『総合経営力指
標』では重要な数値として、評点平均値の最大
値と最小値の差（D値）を求めている[6] が、三
角グラフでは、グラフ全体を構成するそれぞれ
のデータ（3 つのデータの構成比率）の幅（変
化の差）として示すことにする。 
(2) position　（3 つのデータのグラフ上の領域を
示す。）
グラフの各領域に対する傾向の強弱を示すた
めに、グラフ上の位置を 25 個所の領域に細分
し、それぞれに記号（A1-A3, B1-B3, C1-C3, AB、
AC, BC, ABC）を付した。 
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傾向の強弱と記号�
Ａ領域…傾向　強　A1-A2-A3　弱�
Ｂ領域…傾向　強　B1-B2-B3　弱�
Ｃ領域…傾向　強　C1-C2-C3　弱�
２領域の中間　AC, AB, BC　　     �
３領域の中間　ABC　　　　　　 － 62－
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す。）
経営力の推移を観察するために、behavior は、
データの移動をグラフ上に矢印（←→）と記号
（0-A, 0-B, 0-C,　A-B, B-C, A-C）を組み合わせて
示す。
このように各データは、プロットされ、要素
間の構成比率の変化として、三角グラフ上にビ
ジュアルに表現されるが、さらに簡単な模擬例、
具体的なモデルケース、代表的な企業8社のケー
スを用いて、どのような変化が生じて、どのよ
うな情報の意味があらわされるのかをあらかじ
め検討しておいた。
2.1 (3)   評価集計表と要素連関図の作成
(1) 評価集計表の作成
各三角グラフの観察から、財務諸表に関連す
る情報と経営資源に関連する情報を把握するた
めに、評価の尺度に応じて、評価の観点（バラ
ンス（均衡性）、ディレクション ( 方向性 )、ス
ウィング（移動性）という用語で表現する。）と
評価基準を想定する。この評価の尺度としての
評価基準を各三角グラフで示された状況にあ
て、評価集計表（参照：個別尺度の例）を作成
する。評価集計表では、財務諸表に関連する情
報と経営資源に関連する情報ごとに、各データ
の意味をサンプル（いわゆる標準的なパターン
である。）として示し、これを判定の基点とす
る。合わせて、その「隔たり」を数値や記号で
示すことにする。
(2) データの要素連関図化
三角グラフと評価集計表の意味を読み取っ
て、独自の図を作成する。この図は、3 つの要
素の本質を簡潔に示すものであって、互いにか
かわりあっている状況（連関）をあらわしてい
るので、要素連関図と称することとし、この要
素連関図の形式で各サンプルを示すことにす
る。要素連関図は、データの特性、つまり三角
グラフにプロットされたデータの位置を、3 つ
の軸ごとに 8個の特性として設定し、中心点を
加えた 25 個に整理した結節点（本研究では、
ノッドと称する。）を小さい円（参照：サンプル
の例）で示した図である。この図に、各データ
の中心となる位置のノッドを定め、推移を示す
線や矢印を加えて、7 種類の三角形のサンプル
を創り出すことにした。サンプルは、経営力の
評定に際して、企業の姿をうつし出すための基
準となる視点を模式化した図であり、一覧すれ
ば、それぞれの特徴を容易に比較・検討できる
ことになる。
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　― 安全性 ―
『主要企業経営分析』の資料の中から、財務諸
表に関連する情報として、いくつかの比率を選
んで個別尺度を創り出してみる。本研究では、
財務諸表に関連する情報を貸借対照表に関する
比率（流動比率・固定比率・負債比率）、損益計
算書に関する比率（売上高経常利益率・利子支
払い前売上高経常利益率・売上高当期利益率）、
成長性にかかわる総合的な比率（企業間信用比
率（売上債権）・在庫比率（棚卸資産）・総資本
回転率）の 3つに区分した。ここでは、紙幅の
都合上、貸借対照表に関する比率だけを取り上
げ、安全性に関する尺度を提示する。
三角グラフには、全産業、製造業、非製造業
のデ ターがマ クーされている。（下に示した実数 [7]
から、3 つの比率の構成比率を算出して、三角
グラフを作成したが、ここでは省略した。）
安全性を示す比率の構成による三角グラフか
ら、全産業（製造業、非製造業については省略
した。）の評価集計表を作成すると、以下の通り
である。
また、流動性比率、固定比率、負債比率の実
数によって、全産業のデータについて、折れ線
グラフと構成帯グラフを作成する。（折れ線グラ
フについては省略する。）構成帯グラフは、各比
率の長期にわたる推移を示しており、安全性に
関するデータを概観し、評価集計表における
proportion･position･behaviorの3つの状況を補完
する。概観した要旨は、以下の通りである。
非製造業�
全  産  業�
製  造  業�負債比率�
流動比率�
固定比率�
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118.04�
119.78�
124.35�
121.74�
120.15�
117.55�
119.89�
118.91
198.55�
193.64�
184.02�
173.39�
169.98�
175.47�
181.61�
184.36�
187.39�
187.13
339.26�
313.90�
300.60�
286.99�
278.57�
278.36�
274.66�
266.52�
256.75�
250.93
119.57�
125.55�
130.03�
134.31�
146.54�
140.29�
139.74�
135.70�
140.55�
140.63
238.68�
133.77�
124.55�
118.29�
112.68�
118.64�
123.77�
125.25�
125.98�
122.86
238.10�
217.94�
201.78�
188.01�
174.99�
174.69�
172.46�
166.07�
157.98�
153.28
101.41�
102.38�
106.27�
106.83�
108.50�
108.09�
106.02�
104.57�
105.32�
103.17
319.48�
309.56�
303.14�
282.98�
267.95�
274.50�
281.32�
281.95�
288.44�
293.95
543.59�
499.69�
498.51�
483.87�
455.67�
459.01�
450.87�
432.37�
419.27�
413.26
全産業� 製造業� 非製造業� （単位：％）�
� 以上のデータは、左から各区分ごとに、流動比率、固定比率、負債比率の実数を示している。�
Proportion�
position�
behavior�
   傾　向�
Ａ領域�
流動比率�
１�
�
�
４�
Ｂ領域�
固定比率�
１�
Ｃ２�
Ｏ－Ｃ�
Ｃ２�
Ｃ領域�
負債比率�
２�
�
�
Ｏ－Ｃ�
総合評価�
�
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経営・情報研究 No.3 (1999)構成帯グラフは、昭和 50年から 20年間にわ
たる長期的な構成比率の変化を示しているが、
負債比率の相対的な減少によって、3 項目のバ
ランスが平均化されてきた状況が概観できる。
2.1 (5)   経営資源に関連する情報の個別尺度
―「人」（社長の出身地位）―
『総合経営力指標』のアンケートの集計データ
をもとに、経営資源に関連する情報として、個
別の尺度を創り出してみる。本研究では、経営
資源の基本的な分類にしたがって、「人」に関す
る比率（社長の出身地位・従業員の平均勤続年
数）、「物」に関する比率（設備投資の重点）、
「金」に関する比率（資金の調達源泉）の 3つに
区分した。ここでは、紙幅の都合上、「人」（社
長の出身地位）に関する比率だけを取り上げる。
社長の出身地位に関するデータ[8] は、以下の
とおりである。
「人」を示す 3つの構成比率による三角グラフか
ら、合計（1部上場企業、2部上場企業について
は省略した。）の評価集計表を作成すると、右記
の通りである。
�
�負債比率（全）�
固定比率（全）�
流動比率（全）�
�
全産業�
H5�
H3�
H1�
S62�
S60�
S58�
S56�
S54�
S52�
S50
0% 20% 40% 60% 80% 100%
他の会社・機関等の出身� ２部上場企業�
１部上場企業�
合　計�
創業者社長・二代目社長�
生え抜き社長�
１．創業者社長�
２．二代目社長�
３．生え抜き社長�
４．他の会社・機関等の出身社長�
　　　　　合　　　計�
22�
111�
201�
154�
488
24�
93�
187�
138�
442
8�
65�
171�
86�
330
9�
59�
160�
83�
311
14�
46�
30�
68�
158
15�
34�
27�
55�
131
合　計�
Ｈ６年度� Ｈ４年度�
１部上場�
Ｈ６年度� Ｈ４年度�
２部上場�
Ｈ６年度� Ｈ４年度�
（単位：社数）�
Proportion�
position�
behavior�
　傾　向�
Ａ領域�
創業・二代目�
１�
�
�
３�
Ｂ領域�
生え抜き�
１�
Ｂ３�
Ｏ－Ｂ�
Ｂ３�
Ｃ領域�
他社など�
１�
�
�
Ｏ－Ｂ�
総合評価�
�
３�－ 65－
山原：経営力評価試論経営資源に関連する情報を示す要因の比率の
実数によって、構成帯グラフを作成する。この
グラフは、2期間の変化を示しており、「人」（社
長の出身地位）に関するデータを概観し、評価
集計表における proportion・position・behavior の
3 つの状況を補完する。
2.1 (6)   サンプルの抽出
これまでの各三角グラフを観察して、それぞ
れの情報の意図を読み取り、要素連関図と傾向
表（評価集計表の各区分ごとの最下行を集計し
て、データの傾向を数値・記号で示した表をい
う。）を作成する。サンプルに傾向表を合わせ
て、財務諸表に関連する情報と経営資源に関連
する情報の判定の基点とし、分析や評価に利用
する。
(1) サンプル－安全性の要素連関図と傾向表
三角グラフにプロットした各点と、各評価集
計表の集計行を取りまとめて、安全性に関する
情報の意図を整理すると、以下のような要素連
関図と傾向表を描くことができる。
proportion は、製造業の構成バランスのぶれが
やや大きいことを示している。非製造業の
positionは、製造業と比べて、Ｃ軸（負債比率）
への傾斜がかかっていることを示している。
behavior は、製造業、非製造業とも、Ａ軸（流
動比率）とＢ軸（固定比率）の変化が少ないこ
とを示している。全産業の状況から、データが
ややばらついているものの、数値の全体的な構
成はほぼ変化が少なく、負債比率が高い傾向を
示している。
(2) サンプル－「人」（社長の出身地位）要素連
関図と傾向表
三角グラフにプロットした各点と、各評価集
計表の集計行を取りまとめて、「人」に関する情
報の意図を整理すると、以下のような要素連関
図と傾向表を描くことができる。
 
�１．創業者社長�
２．二代目社長�
３．生え抜き社長�
４．他の会社・機関等�
H4-二部�
H6-二部�
H4-一部�
H6-一部�
H4-合計�
H6-合計�
0% 20% 40% 60% 80% 100%
Proportion�
position�
behavior
全  産  業�
４�
Ｃ２�
Ｏ－Ｃ�
製  造  業�
５�
Ｃ３�
Ｏ－Ｃ�
非製造業�
４�
Ｃ３�
Ｏ－Ｃ�
Ｃ1
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ3
Ｃ2
Ｃ3
ＢＣ�
Ｂ3
Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3
Ｂ2Ｂ2
ＡＢ�
Ａ2Ａ3
Ａ2Ａ2
Ａ3
Ａ3
ＡＣ�
ＡＢＣ�
Ｂ3
Ａ1
非製造業�
全  産  業�
製  造  業�
安全性［Ａ：流動比率・Ｂ：固定比率・Ｃ：負債比率］�－ 66－
経営・情報研究 No.3 (1999)proportion は、一部上場企業、2部上場企業と
も、各要素の構成バランスのぶれが小さいこと
を示している。position は、一部上場企業が Ｂ
軸（生え抜き）、2 部上場企業が Ａ 軸（創業者
－二代目）またはＣ軸（他社の出身）に傾斜が
かかっており、明らかな違いとなっている。
behavior は、一部上場企業、2部上場企業とも、
スウィングの状態から推定すると、各要素の構
成の変化が少ないことを示している。合計から、
変化が少なく、中心点に近い位置で、やや生え
抜きに傾斜がかかっているという全体的な特色
が示されている。
2.2   財務情報の合一化をめざして
 「財務情報の合一化をめざして」（本研究で
は、財務情報を一つに合わせて、その意図を明
らかにするという意味で、これを合一化と称す
る。）では、要素連関図に示されているノッドを
一つに合わせ、財務諸表に関連する情報や経営
資源に関連する情報の当座あるべき理想のポイ
ントやプロセス（以下、当座理想ポイント、当
座理想プロセスと称する。）を明らかにする。こ
の過程では、要素連関図等から、各尺度ごとの
特性が読み取られることになる。 
2.2 (1)   要素連関図から当座理想ポイントや
当座理想プロセスの読み取り
サンプルから、財務諸表に関連する情報と経
営資源に関連する情報ごとに、具体的な情報の
意図するところを考察して、実際の当座理想ポ
イントや当座理想プロセスを読み取ってみる。
(1)（財務諸表に関連する情報の個別尺度によ
る）要素連関図からの読み取り
安全性の要素連関図は、安全性の評価の基準
となる指標から示されたものである。この図で
は、貸借対照表に関して、支払能力、固定資産
への投資された資金の回収状況、資金の調達源
泉の組み合わせによって、財務諸表から得られ
た情報の傾向があらわされている。
代表的な優良企業8社のケース[9]の検討を加
味し、その位置をサンプル－安全性の要素連関
図上に重ねて示してみると、次のようになる。
 傾向表の数値・記号を平均化して、「隔たり」
を判定する基点（数値等によってあらわされて
いる。）を求めると、以下のようになる。
Proportion�
position�
behavior
合　　計�
３�
Ｂ３�
Ｏ－Ｂ�
１部上場企業�
３�
Ｂ３�
Ｏ－Ｂ�
２部上場企業�
３�
ＡＣ�
Ｏ－Ｃ�
Ｃ1
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ3
Ｃ2
Ｃ3
ＢＣ�
Ｂ3
Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3
Ｂ2Ｂ2
ＡＢ�
Ａ2Ａ3
Ａ2Ａ2
Ａ3
Ａ3
ＡＣ�
ＡＢＣ�
Ｂ3
Ａ1
２部上場企業�
合　　　計�
１部上場企業�
「人」－社長の出身地位［Ａ：創業者－二代目・Ｂ：生え抜き・Ｃ：他社の出身］�
Ａ3
Ｃ1
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ3
Ｃ2
Ｂ3
Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3
Ｂ2
Ａ3
ＡＣ�ＢＣ�
Ｂ2
ＡＢＣ�
Ｂ3
Ｃ3
ＡＢ�
Ａ2Ａ3
Ａ2Ａ2
Ａ1
３・４グループ�
三菱重工，日本電気�
東芝，日本電信電話�
１・２グループ�
任天堂，京セラ，キャノン，�
トヨタ自動車�
当座理想ポイント�
当座理想プロセス�
サンプル－安全性�－ 67－
山原：経営力評価試論 proportion の数値は、4, 5, 4 で範囲が 4 から
5、その平均値が 4.3となる。Position は、C2, C3,
C3 で、C領域の傾向を示す方向が2.6 でやや他
の軸寄りとなっている。behavior は、中心点か
らC 軸方向であることを示している。
■当座理想ポイントや当座理想プロセス
代表的な優良企業8社のケースを観察すると、
3・4グループの位置が製造業の近くに重なって
いるが、1・2グループは、かなり右下に位置し
ている。したがって、この優良企業の proportion ･
position･ behaviorを考え合わせて、図に示したよ
うに、理想的なポイントはやや右下に移動し、
◎印で示した位置で、理想的なプロセスは 0-A
の方向になるとした。
(2)（経営資源に関連する情報の個別尺度によ
る）要素連関図からの読み取り
この要素連関図は、社長の出身地位の各要素
から、リーダーの出身地位という経営資源に関
連する情報を組み合わせている。
多くの企業は、規模が小さく、同族・家業的
な形態から出発し、経営が継続的に行われるに
したがつて、生え抜きまたは他社の出身に移っ
て行くという見方を想定してみた。しかし、2
部上場企業は、1 部上場企業の状況と異なり、
position が AC、behavior が 0-C であり、生え抜
きというプロセスを飛び越えて、他社の出身に
直接スウイングしていることが観察できた。 
傾向表の数値・記号を平均化して、「隔たり」
を判定する基点を求めると、以下のようになる。
■ 当座理想ポイント群と当座理想プロセス
による判定
上の図に示した状況から、社長の出身地位に
ついては、創業者・二代目、生え抜き、他社の
４－５／平均4.3 Ｃ2.6 Ｏ－Ｃ�
バランス（均衡性）・� ディレクション（方向性）・�スウィング（移動性）�
Ｃ1
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ3
Ｃ2
Ｃ3
ＢＣ�
Ｂ3
Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3
Ｂ2Ｂ2
ＡＢ�
Ａ2Ａ3
Ａ2Ａ2
Ａ3
Ａ3
ＡＣ�
ＡＢＣ�
Ｂ3
Ａ1
サンプル－「人」社長の出身地位�
当座理想プロセス�
当座理想ポイント群�
他社の出身�
生え抜き� 創業者・二代目�
３／平均3.0 Ｂ3・ＡＣ� Ｏ－Ｂ・Ｏ－Ｃ�
バランス（均衡性）・� ディレクション（方向性）・�スウィング（移動性）�－ 68－
経営・情報研究 No.3 (1999)出身の各領域（1～3およびAB,BC,ACの各ノッ
ドの連結で構成される範囲をいう。）をいくつか
のノッドにまとめて、3 つの当座理想ポイント
（群）と定めておく。また、そのリーダー役の変
遷の軌跡は、当座理想ポイント（群）のいずれ
かのノッド群から、他へとシフトし、循環する
ようなプロセスを描くことになると思われるの
で、直線的な矢印ではなく、ループ状の連続的
な線であらわすことにした。 
当座理想ポイント群と当座理想プロセスによ
る判定は、経営力の実際の権限を有する者を掌
握する点から行う。数期間にわたる当座理想ポ
イント（群）がA軸、B軸、C 軸の各領域のど
こに位置し、どの領域から移動してきたかを観
察することが、経営資源に関連する情報を把握
する場合の重要な点である。
2.2 (2)   基準となる指標の全体像
財務諸表に関連する情報と経営資源に関連す
る情報について、本研究の基準となる指標を示
すと、以下のようになる。
(1)財務諸表に関連する情報の基準指標の集合像
これまでの財務諸表に関連する情報による各
分析の結果は、次のような全体像（安全性、収
益性、成長性のうち、安全性について図示した。）
を描き出すことができる。
この図は、昭和 60年から平成 6 年までの 10
年間の財務データをもとに、サンプル化したう
えで、当座理想ポイントや当座理想プロセスを
示し、基準となる指標となるように模式図化し
てあらわしたものである。 
Proportion の平均は 14.6 である。position は、
安全性C3（負債比率傾向）、収益性B3（利子支
払い前経常利益傾向）、成長性 A3（企業間信用
比率傾向）、behavior は、安全性 0-Ｃ( 負債比率
方向 )、収益性 0-Ｂ（利子支払い前経常利益方
向）、成長性 0-Ｂ（在庫比率方向）である。
(2) 経営資源に関連する情報の基準指標の集合像
これまでの経営資源に関連する情報による各
分析は、次のような全体像（「人」（社長の出身
地位）について図示した。）を描き出すことがで
きる。
 
固定比率�
負債比率� 流動比率�
Ｃ�
100
Ｂ�
100
Ａ�
100
サンプル－安全性�
4, 5, 4　C2, C3, C3　0-C, 0-C, 0-C
合計  4-5�
平均  4.3
C2.6 0-C
proportion     position     behavior－ 69－
山原：経営力評価試論この図は、昭和 60年から平成 6 年までの 2 年
ごと 4 回分のアンケート調査から 2回分をもと
に、サンプル化したうえで、当座理想ポイント
や当座理想プロセスを示し、基準となる指標と
なるように模式図化してあらわしたものであ
る。
Proportion の平均は24.75 である。positionは、
「人」（社長の出身地位）B3（生え抜き傾向）と
AC（他の機関ないし創業者・二代目傾向）、「人」
（平均勤続年数）B2（10-15 年傾向）、「物」B3
（自動化－省力化傾向）とAB（生産能力の加味
傾向）、「金」A2.5（普通社債傾向）である。behavior
は、「人」0-B（他社の出身方向、15 年以上方
向）、「物」A-B（生産能力と自動化－省力化方
向）、「金」A-B（普通社債と長期借入れ方向）で
ある。
2.2 (3)   経営力の構造の解明
経営力が発揮される経営管理活動は、経営資
源の運用によつて大きく影響されているはずで
あり、経営資源に関連する情報の分析を工夫し
て、この情報による影響をさらに的確に把握す
る必要が生じる。これに対する一つの工夫とし
て、財務諸表に関連する情報と経営資源に関連
する情報が、それぞれの因果律に従っていると
考え、相互の因果関係から両情報を結び付けて
究明を続けてみた。 
因果律は、因（原因にあたる要素）と果（結
果にあたる要素）に区分されるが、2 つに区分
した財務情報相互の関係を考えてみると、たと
えば、安全性の指標を当座理想ポイントの因と
し、「人」を果とする結びつきや、その逆の場合
も考えられる。この関係を要約すると、経営力
には、財務情報から観察した資金の調達と源泉
の側面と、運用と使途の側面があり、それぞれ
の側面が 9つに表現されると考えた。本研究で
は、財務情報による経営力の評価を試みている
ために、いずれもいわば財務の鏡から写し出さ
れた経営力の姿である。
評価（特に教育評価）では、評価の観点にイ
メージする語彙をあてる方法が用いられるの
で、この経営力の側面についても、総合評価の
研究結果の観点を示す語彙で表現してみること
にした。財務諸表に関連する情報の区分から、
安全性については「安心している」、収益性につ
いては「ふえる」を、成長性については「ひろ
がる」をこの情報のイメージとし、同様に、経
営資源に関連する情報の｢人｣については「つか
さどる・やわらげる」、「物」については「勢い
がよい」、「金」については「みちたりる」をイ
メージに語彙を選定してみた。本研究では、以
上のように財務情報全体の関係を示す語彙を抽
出するところまで展開したが、さらに検討すべ
き課題が残っており、この点からも、今後一層
の深化を図りたいと考えている。
生え抜き�
他社の出身�
創業者・二代目�
Ｃ�
100
Ｂ�
100
Ａ�
100
サンプル－「人」社長の出身地位�
3, 3, 3　B3, B3, AC　0-B, 0-B, 0-C
合計  9�
平均  3.0
B3. AC 0-B, 0-C
proportion     position     behavior－ 70－
経営・情報研究 No.3 (1999)III.   おわりに
経営力の評価の研究をより深めて行く過程
で、財務データ以外の一般に開示された情報を
積極的に読み込み、すでに創り出した指標や判
定の基点に加味する必要が生じてきた。これま
での研究を総括してみると、経営環境と「人」
とにかかわる情報が重要であり、「人」が心の中
で抱く見方によって、経営力は多様な形に発揮
され、大きく変動していることが明らかになっ
た。経営力の評価では、この点を十分に考慮し
なければならない。この見方は、経営管理者の
心の奥底にマインド（自らの内面に動機や判断
が生じ、その動機や判断に従って行動が起き
る。）として秘められており、組織全体の方向、
目標、モチベーションに影響を与える。具体的
にあらわれてくる部分だけではなく、理性や知
性といった本人の心の問題（人間性などと呼ば
れることも多い。）にかかわり、心理（動機、判
断）面の観察が必要となる。本研究は、このよ
うな経営マインドが、経営力の核となって存在
することにあらためて着目し、良好な経営マイ
ンドによって有効に経営力が発揮されているの
か、経営資源の効率的な活用がなされているの
か、バランスのよい経営資源の配分が行われ、
組織と個人の目標の追求が一致して、共通の価
値観が存在しているのかといったところに向け
て、経営力の評定を試みたといえよう。
3.1   総合評価表の作成
以上の検証として、ケースによる総合評価を
行った。総合評価における評点は、proportion ･
position ･ behavior のサンプルの数値や記号と対
比し、実際のサンプルとデータとの「隔たり」
をソフトウェア（Microsoft PowerPoint）のアニ
メーション機能を使って観察し、評価基準表を
用いて、その程度（［よい］：良い方向への隔た
り、［ほぼ同じ］：サンプルとほぼ同位置、［悪
い］：悪い方向への隔たり）にしたがって点数化
した。
サンプル－安全性�
Ｃ1
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ3
Ｃ2
Ｃ3
ＢＣ�
Ｂ3
Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3
Ｂ2Ｂ2
ＡＢ�
Ａ2Ａ3
Ａ2Ａ2
Ａ3
Ａ3
ＡＣ�
ＡＢＣ�
Ｂ3
Ａ1
安全性…当座理想ポイントや当座理想プロセス�
（A:流動比率・B:固定比率・C:負債比率）�
Pr-4,5,4   Po-C2,C3,C3  Be-O-C,O-C,O-C
proportion              position             behavior  
1,1,1�
= 3
A2 A－B
バランス（均衡性）・ディレクション（方向性）・スウィング（移動性）�
A+（10点）� A+（10点）� B+（6点）�
P/4-5, 平均4.3 P/C2.6 B/0-C－ 71－
山原：経営力評価試論上に示した図は、安全性と「人」（社長の出身
地位）の評価の例として、サンプル－安全性・
「人」（社長の出身地位）の基点（★印は、ケー
スのデータで、点数の配分は、A+（10 点）, A0
（8点）, B+（6点）, B0（4点）, C+（2点）, C0
（0 点）とした。）との差異を三角グラフから読
み込んで点数化したところを示している。「人」
（社長の出身地位）の観察に際しては、各年度ご
との『有価証券報告書（役員の状況－略歴等）』
などから、どのような経過で現在のポイント群
に位置付けられているのかを考慮し、現在の位
置と過去の経緯を勘案することになる。この評
価では、サンプルにプロットされた要素連関図
および傾向表のデータは、他社の出身に傾斜し
た位置 (B3,AC) で、方向性が 0 － Bまたは0 －
C になっていることが斟酌されることになる。
つまりこの場合、サンプルで示した当座理想ポ
イントや当座理想プロセスは、どの位置にある
のかではなく、どのような移動があり、それが
順当であるのかといった意図をとらえて評定し
てみたのである。
3.2   総合評価表の作成
ケースについて、企業経営の概要（詳細は省
略した。）を考慮した上で、以下の総合評価表を
作成し、総合的な評価を行ってみる。
サンプル－「人」社長の出身地位�
Ｃ1
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ2
Ｃ3
Ｃ2
Ｃ3
ＢＣ�
Ｂ3
Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3
Ｂ2Ｂ2
ＡＢ�
Ａ2Ａ3
Ａ2Ａ2
Ａ3
Ａ3
ＡＣ�
ＡＢＣ�
Ｂ3
Ａ1
「人」社長の出身地位…当座理想ポイントや当座理想プロセス�
（A:創業者・二代目・B:生え抜き・C:他社の出身）�
Pr-3,3,3   Po-B3,B3,AC  Be-O-B,O-B,O-C
proportion              position             behavior  
A----- A－B
バランス（均衡性）・ディレクション（方向性）・スウィング（移動性）�
A+（10点）� C0（0点）�B+（6点）�
3/平均3.0 B3•AC 0-B•0-C
財務諸表に関連する情報の視点�
財務諸表項目　判定視点� 評　価�
安全性�
収益性�
成長性�
集　計�
安心している�
ふえる�
ひろがる�
A+　A+　B+�
A+　A+　B0�
B+　B+　B+
Ｐ　　Ｐ　　Ｂ�
ＰＰＢ＝proportion•position•behavior
経営資源に関連する情報の視点�
経営資源　　　判定視点� 評　価� 集　計�
人�
�
物�
金�
集　計�
つかさどる�
やわらげる�
勢いがよい�
みちたりる�
16�
20�
18�
28�
82
A+ B+ C0�
A0 B+ B+�
B0 B+ A0�
A+ A0 A+
Ｐ　　Ｐ　　Ｂ�
ＰＰＢ＝proportion•position•behavior
*2－ 72－
経営・情報研究 No.3 (1999)この両総合評価表を集計し、得点の最高得点
に対する比率から、総合得点率（%: 集計得点／
最高得点（210 点））を算定し、総合評価点は
71.4 となった。 
3.3   むすび
経営資源に関連する情報は、財務諸表に関連
させる工夫によつて、はじめて測定・表現する
ことが可能となり、客観的な情報として示し得
ることになる。 
「人・物・金」といった経営資源は、財貨の変
動に関連した金額や数量の変化として具体的に
あらわれるものの、その本質（変化の意図、あ
る意思と考えることもできよう。）が表面的にあ
らわれにくい資源であり、その価値の判定は、
社会に役立つ成果に結び付くか否かによらなけ
ればならない。社会に役立つ成果とは、社会的
に有用な財産を創造することであり、その財産
は、すべての生きとし生けるもののために存在
し、従来から取り上げられてきた「富」を指す
ものと考えられる。この「富」とは、ただ単に
現実の社会で有益なだけではなく、人々自身の
将来に利益（りやく）をもたらす源泉であり、だ
れもが将来の幸福や安寧の状況を願いつつ、蓄
積に努めるべき目標となり得るものである。
本研究における経営力評価の主眼は、構成比
率の変化の観察を通じて、当該事業の存在価値
と存在意義という点から、社会全体に共通の価
値観を創造するような目標に向かっているか否
かを判定する指標を創り出すことにあったとす
ることができる。 
研究の過程を振り返ってみると、経営資源に
関連する情報を対象に含めて究明を進めてきた
が、より適切で多様な財務情報の組み合わせか
ら、経営力を客観的に捉え、グラフ化等による
表現をさらに開発する必要が生じてきている。
特に、『総合経営力指標』の各アンケートから、
「人・物・金」にかかわるデータを選定したが、
今後の研究の進展に即して、他のデータを利用
したり、新たなアンケートによる補強の必要が
あると考えている。 
本研究（経営力評価試論）は、これまでの会
計情報に、経営資源に関連する情報をより積極
的に組み込むという構想から発したものであ
る。それは、社会のグローバル化の動向に応じ
て、多くの情報の中から、有用な情報を選定す
る能力の育成が要請されているという考えに基
づいている。諸情報を適切に評価する能力は、
この主要な部分となるはずである。経営力の評
価による多様な事象の究明は、情報という資源
の重要性を再認識させ、「人」の持つ無限の可能
性を引き出し、伸張することが期待できるので
はないかと考える。 
本研究は、多摩大学　尾高敏樹教授、松浦敬
紀教授、青山学院大学　大矢知浩司教授、東北
大学　河野大機教授、青森公立大学　小林健吾
教授をはじめ、多くの方々のお力添えのもと、
研究の細部にわたるご指導と有益なご示唆をい
総合評価表�
総合得点率（％:集計得点／最高得点（210点））�
 集計欄�
*1�
*2�
合　計�
 集計点数�
　　　　　　68�
　　　　　　82�
　　　　　  150
 最高点数�
　　　　　   90�
　　　　　  120�
　　　　　  210
  総合得点率�
　　　　75.5%�
　　　　68.3%�
　　　　71.4%－ 73－
山原：経営力評価試論ただいて、経営力評価試論としてまとめること
ができました。論述を締めくくるにあたり、深
く感謝申し上げます。
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